
 

 

 

 

 

１ 野生鳥獣の保護管理 

 

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」（鳥獣保護法）に基づいて鳥類又は哺乳

類に属する野生動物（鳥獣）の捕獲や狩猟を規制すること等を通じ、鳥獣の適正な保護

管理を行っています。 

 

（１）許認可業務の実施と県等への指導 

地方環境事務所長権限に係る鳥獣の捕獲や狩猟等についての許可申請に対し、随時内

容を審査し、許可証の発行等の許認可業務を行っています。平成 22 年度には 60 件の案

件を処理しています。 

また、県等の担当部局と必要に応じ情報交換を行い、相談があった場合には、県等が

行う許認可等について、随時指導を行っています。 

 

（２）国指定鳥獣保護区の管理 

特に国際的又は全国的な鳥獣保護の見地から鳥獣の保護を行う必要がある区域につい

ては、国指定鳥獣保護区に指定して鳥獣の保護管理に努めています。 

中部地方環境事務所管内では、白山、片野鴨池、七ツ島、藤前干潟、紀伊長島、浅間、

北アルプスの７箇所の国指定鳥獣保護区を管理しており、各保護区に鳥獣保護区管理員

を配置して、鳥獣の生息調査や密猟防止の巡視等を行っています。 

表１ 管内国指定鳥獣保護区一覧 

保護区名 当初指定年月日 面  積 指定区分 所 在 県 

白山 昭和44年３月31日 38,061ha 大規模生息地 石川県・岐阜県 

片野鴨池 平成５年 11 月１日 10ha 集団渡来地 石川県 

七ツ島 昭和48年11月１日 24ha 集団繁殖地 石川県 

藤前干潟 平成14年11月１日 770ha 集団渡来地 愛知県 

紀伊長島 昭和44年11月１日 6,131ha 集団繁殖地 三重県 

浅間 昭和 26年 5月１日 32,218Ha 大規模生息地 群馬県・長野県 

北アルプス 昭和59年11月１日 110,306ha 希尐鳥獣生息地 富山県・長野県・岐阜県 

 

近年行っている鳥獣保護区別の主な施策は次のとおりです。 

①白山（イヌワシ、ニホンカモシカ等の生息地） 

中部地方環境事務所が設置された平成 17 年 10 月以降、白山鳥獣保護区の更新作業を  

行い、平成 20 年 10 月末で更新が確定しました。 

②片野鴨池（マガン、トモエガモ等の休息地） 

平成 19 年度から鳥獣保護区内の鳥獣の生息地の保護及び整備を図るための保全事業
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として、自然環境等の詳細な調査を実施し、平成 20 年度末には保全事業基本計画の策定、

平成 21 年度には環境改善を目的として試験的に池の底干し等を行い、平成 22 年度には

保全事業実施計画を策定しました。 

③七ツ島（カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ等の繁殖地） 

過去に人為的に持ち込まれ、生態系への被害を引き起こしているアナウサギの駆除を

継続的に行っています。 

④藤前干潟（ハマシギ、トウネン等の採餌・休息地） 

当該鳥獣保護区は、ラムサール条約湿地の登録と並行して指定され、平成 17 年３月に

は拠点施設として、稲永ビジターセンターと藤前活動センターを設置しました。関係各

行政機関や民間団体、地域住民等により構成される協議会を設置し、各構成員間の意志

疎通に努めつつ、施設の管理運営や展示の工夫、自然観察会の開催等を通じ、鳥獣保護

区の適正な保全の推進に努めています。 

また、鳥獣保護区に渡来する渡り鳥の調査等を行いました。 

表２ 拠点施設来館数の推移 

 平成 17 年

度 

平成 18 年

度 

平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

稲永ビジターセンタ

ー 
34,094 人 39,900 人 37,481 人 37,481 人 38,556 人 39,238 人 

藤前活動センター 19,772 人 22,831 人 23,484 人 24,806 人 26,002 人 27,381 人 

合    計 53,866 人 62,731 人 60,965 人 62,107 人 64,558 人 66,619 人 

 

⑤紀伊長島（カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ等の繁殖地） 

当該鳥獣保護区では期間更新と区域の見直しについて作業を行い、平成 21 年 10 月末

で更新(一部区域の縮小)が確定しました。 

近年、特別保護地区に指定されている島嶼において、鳥類の繁殖に害をもたらすおそ

れの大きいドブネズミの生息の痕跡が確認されたことから、生息状況の把握や試験的な

駆除を行っています。また、特別保護地区内にカワウのコロニーが存在し、植生の被害

が発生していることから、カワウ個体群の適切な管理を検討するための調査も行ってい

ます。 

⑥浅間（ツキノワグマ等の大規模生息地） 

当該鳥獣保護区は、平成 23 年 11 月の次期指定に向け、平成 20 年度から鳥獣保護区内

の野生鳥獣の生息状況やツキノワグマやニホンザルの生態、生息状況及び被害状況を把

握し、更新作業の準備を行っています。 

⑦北アルプス（ライチョウ等の希少種の生息地） 

当該鳥獣保護区は、平成 21 年度に引き続き、平成 22 年度も上高地地域における公園

利用者と野生動物との軋轢を軽減するため、ツキノワグマの出没状況への対応やニホン

ザルが人慣れしないように追い払いを実施しています。 

 



 

 

（３）特定鳥獣保護管理計画の策定支援 

管内各県においてその数が著しく増加又は減尐している鳥獣として認められ、県知事

が当該鳥獣の保護管理計画を策定することとなった場合には、県が実施する検討会等に

出席し、助言に努めています。 

また、中部地方環境事務所管内に広域的に生息し、特に鳥獣害の観点から問題となっ

ているカワウやツキノワグマ等について環境省本省が開催する検討会にも出席し、情報

交換と助言に努めています。 

 

（４）ラムサール条約湿地の保全 

中部地方環境事務所管内では、片野鴨池と藤前干潟の２つの国指定鳥獣保護区及び三  

方五湖（若狭湾国定公園）がラムサール条約湿地に登録されています。片野鴨池では、

石川県加賀市が鴨池観察館を設置しており、(財)日本野鳥の会に管理運営を委託してい

ます。藤前干潟では、環境省が前記のとおり２つの拠点施設を整備し、情報発信や体験

学習等を実施して湿地の保全と適正な利用を推進しています。 

 

（５）高病原性鳥インフルエンザ対策 

  近年国内でも感染が確認され社会問題となっている高病原性鳥インフルエンザの野 

鳥対策としては、日頃から渡り鳥の多数飛来する鳥獣保護区周辺を中心に渡り鳥の個体

数や異常等のモニタリングに努めているほか、平成 20 年 11 月以降毎年５月まで、隔月

で藤前干潟鳥獣保護区において野鳥の糞便を採取し、高病原性鳥インフルエンザウィル

スの保有状況を調査しています。 

平成 21 年３月及び平成 22 年２月には担当職員及び関係県の担当者が現場で適切な対

応ができるよう知識・技術の向上を図るため、専門家による高病原性鳥インフルエンザ

に係る研修会を実施しました。 

また、管内で鳥インフルエンザの感染例が確認された場合には、その周辺地域におい

て本省が行う糞便調査の実施等に協力しています。 

 

〈平成 23 年度の施策〉 

鳥獣保護法に基づく許認可事務を適正に実施します。 

また、各国指定鳥獣保護区に配置した鳥獣保護区管理員を機動的に活用し、鳥獣の生

息状況調査や密猟防止のための巡視等を実施します。 

片野鴨池鳥獣保護区においては、平成 22 年度に策定した保全事業実施計画の実現に向

け、区域の見直しを図る等、鳥獣保護区の保全管理に努めます。 

七ツ島鳥獣保護区においては、引き続きアナウサギの駆除を行い、生息する鳥類の保

護に努めます。 

藤前干潟鳥獣保護区については、身近な干潟の自然を通じた生物多様性の保全と持続

可能な利用に関する普及啓発に資する各種行事等を実施します。また、平成 24 年度の計

画更新に向け、保護区内における鳥類の調査等を引き続き行い、保護区内における自然

環境の現状把握に努めます。 

紀伊長島鳥獣保護区については、引き続きカワウ個体群の適切な管理を検討するため



 

 

の調査等を行うとともに、ドブネズミの侵入が見られた箇所においては駆除を進めてい

きます。 

浅間鳥獣保護区については、利害関係者等との調整を進め鳥獣保護区更新のための作

業を進めます。 

北アルプス鳥獣保護区については、公園利用者と野生動物の軋轢を軽減するため、ツ

キノワグマ、ニホンザルの追い払い、巡視、注意標識の設置等に努めます。 

  高病原性鳥インフルエンザへの対応については、渡り鳥の渡来地におけるモニタリン

グに努めるほか、日頃からシミュレーションを重ね、野鳥の複数羽一斉死亡等の異常発

生時には、必要に応じウィルス保有状況調査等を実施し、感染の拡大防止に資する適切

な対応に努めます。 

 

２ 希少野生動植物の保護 

 

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（種の保存法）に基づいて 

絶滅のおそれのある野生生物の捕獲等を規制し、その保護に努めています。随時、希尐

野生動植物種等に係る捕獲等についての許可申請に対し、内容を審査し、許可証の発行

等の許認可業務を行っており、平成 22 年度には 14 件の案件を処理しています。 

 種の保存法に基づき国内希尐野生動植物種に指定されているアベサンショウウオ、ヤ

シャゲンゴロウ、イタセンパラについては、環境省が策定した保護増殖事業計画に基づ

き保護増殖事業等を実施しています。 

アベサンショウウオについては、新たに生息地が確認されたことを受け、生息状況や

生息環境を把握するための調査を行い、平成 21 年度からは生息環境の悪化が確認されて

いる箇所において生息環境改善事業を実施しています。 

ヤシャゲンゴロウについては、生息場所が極めて局所的であり、環境の変化等による

絶滅が危惧されることから、域外での飼育繁殖技術の確立を目的とした事業を平成 18 年

度から実施しているところです。 

イタセンパラについては、近年分布域の縮小や個体数が減尐していることから、生息

域外保全の実施に向けて平成 21 年度に生息域外保全実施計画を策定しました。また、関

係機関が連携して本種の密漁防止や普及啓発の取組を進めるため、木曽川イタセンパラ

保護協議会が設置され、中部地方整備局とともに協議会の事務局を務めて合同パトロー

ルや勉強会等を実施しています。 

 

〈平成 23 年度の施策〉 

種の保存法に基づく許認可事務を適正に実施します。 

  アベサンショウウオについては、環境悪化が確認された生息地において環境改善のた

めの事業を引き続き行うとともに、関係者に対し普及啓発を行います。 

ヤシャゲンゴロウについては、引き続き飼育繁殖技術の確立を目的とした事業を実施

します。 

イタセンパラについては、生息域外保全を実施するとともに、関係機関と連携して密

漁防止や普及啓発の取組を進めていきます。 



 

 

ライチョウについては、頸城山系における生息状況の把握等の調査を行います。 

  その他管内の希尐種の生息状況の把握に努め、各種開発案件等に伴う生息及び環境悪

化の情報を収集し、関係機関との情報交換等対策の検討に資する施策の実施に努めます。 

 

３ 外来生物対策 

 

平成 17 年に「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」（外来生

物法）が施行され、同法に基づく外来生物対策を実施しています。 

我が国の生態系等に被害を及ぼす又はそのおそれがあるとされる特定外来生物の指定

種として最初に 37 種が指定され、第２次指定で 43 種追加、その後順次追加され、現在

97 種が指定されています。指定種に関しては飼養・保管・運搬・輸入・譲渡が規制され

ているため、学術研究や生業の維持等の理由がある者がこれらを行う場合には、申請内

容を審査して、適正であれば飼養許可証を交付しています。平成 19 年度には生業の維持

に係るセイヨウオオマルハナバチ等の飼養許可が 1,800 件余りと新規申請が集中しまし

たが、平成 20 年度以降は一段落し平成 22 年度には 288 件となりました。 

また、増えすぎた特定外来生物に対しては防除モデル事業を実施し、他の事例でもモ

デルとなりうる防除の方法を検討しています。平成 21 年度からは、「アルゼンチンアリ

防除モデル事業」として岐阜県各務原市で防除モデル事業を実施し、現地での防除手法

の検討を行っています。 

中部国際空港や名古屋港で特定外来生物が見つかった場合や、外来生物が持ち込まれ

た場合には、処分を行っています。平成 22 年度には、19 件（うち任意放棄個体に関す

るもの：14 件）の処分を行いました。 

表３ 任意放棄個体の引き取り実績一覧表（平成 22 年度） 

対象生物 
ヘリグロヒキガエ

ル 

セネキオ属 

（サギナータ） 
上海ガニ 

カミツキガメ 

区 分 未判定外来生物 外来生物 特定外来生物 特定外来生物 

処理件数 3 1 ７ ３ 

 

〈平成 23 年度の施策〉 

引き続き特定外来生物の飼養等許可申請に対して、審査と許可証の交付を行います。 

防除モデル事業としては、「アルゼンチンアリ防除モデル事業」については、岐阜県各

務原市において、20 年度までモデル事業を行っていた田原市とは異なった防除手法が確

立できないか継続して検討することとしています。 

アライグマについて、長野県内の目撃情報が増加していることから、生息状況の把握

や普及啓発等に取り組むこととしています。 

  また、特定外来生物等の任意放棄個体の引き取りや特定動物を含む遺失物の引き取り

業務を行っていきます。 

 

 



 

 

４ その他 

 

（１）動物の愛護 

「動物の愛護及び管理に関する法律」（動物愛護管理法）に基づき、関係地方公共団体 

等の指導に当たるとともに、普及ツールを制作し、法の主旨の周知徹底を図っています。 

 

（２）ペットフードの安全の確保 

平成 20 年６月にペット（犬、猫）の健康を保護するため、「愛玩動物用飼料の安全性

の確保に関する法律」（ペットフード安全法）が制定され、平成 21 年６月１日から施行

されました。これを受け、平成 21 年以降毎年関係機関による中部地域ペットフード安全

法関係機関等連絡会議を開催し、関係機関等の情報交換を行っています。 

 

〈平成 23 年度の施策〉 

動物愛護管理法の精神に沿って、国民に動物虐待の防止や動物愛護の適正な飼養と愛

護、動物による危害の防止に資するよう普及啓発に努めます。 

ペットフード安全法については、平成 21 年６月１日から施行されたことに伴い、一般

からの安全確保に関する相談に対応するとともに、引き続き関係機関等連絡会議を開催

し、問題が発生した場合には、必要に応じ農政局等の立入検査等に同行し、現状の確認

や問題点の指導等を行うこととします。 



野生生物の保護管理関連の主な業務の件数

長野 長野 長野 長野

(1) 希少野生動植物種の保護
① 国内希少野生動植物種等の捕獲許可 19 5 33 7 41 9 19 4
② 種の保存法に基づく立入検査 3 0 6 2 2 1 0 0
③ 保護増殖事業の策定・実行件数 3 0 3 0 4 1 3 0
④ 緊急捕獲通知 11 0 12 0 18 0 12 0
⑤ 国内希少野生動植物種等の傷病個体保護収容等 1 0 1 0 0 0 0 0
⑥ 特定国内種事業に関する届出 0 0 0 0 6 6 18 18
⑦ 野生生物専門家請負事業 0 0 0 0 0 0 0 0
⑧ 特定希少種の事業の届出 0 0 0 0 5 5 0 0
⑨ 開発問題への対応 2 0 3 0 1 0 3 0
⑩ 各種会議出席 16 8 37 12 18 6 16 7

(2) 野生鳥獣の保護
① 鳥獣保護区等指定に係る事前説明、公聴会の開催 9 0 3 0 4 0 0 0
② 鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等に関する許可 119 32 191 26 140 30 179 34
③ 国指定鳥獣保護区特別保護地区内の工作物の設置等許可 14 7 20 9 13 11 5 3
④ 捜査関係事項照会・回答 12 7 26 5 9 3 15 1
⑤ 鳥獣保護区管理員の業務確認 0 0 0 0 0 0 0 0
⑥ 国指定鳥獣保護区保全事業にかかる調査業務 1 0 1 0 1 0 2 1
⑦ 国指定鳥獣保護区移入生物駆除事業 0 0 1 0 1 0 2 0
⑧ 特定計画の策定に関する指導等 2 0 4 1 1 0 9 4
⑨ 第１０次鳥獣保護事業計画策定に関する指導等 0 0 0 0 0 0 0 0
⑩ 鳥獣保護区管理員の業務管理等 12 0 20 4 15 3 14 2
⑪ 国指定鳥獣保護区ビジターセンター等の施設管理・運営 3 0 5 0 5 0 2 0
⑫ 国指定鳥獣保護区における管理等業務（発注件数） 2 0 6 2 8 2 3 0
⑬ グリーンワーカー業務 1 0 3 1 3 2 4 1
⑭ 藤前干潟協議会の総会及び運営委員会の運営補助 8 1 9 0 0 0 7 0
⑮ 藤前干潟クリーン大作戦の実施 2 0 2 0 2 0 2 0
⑯ 普及啓発イベントの実施 7 0 9 0 7 0 12 0
⑰ 普及啓発にかかる講演会の実施 1 0 1 0 0 0 1 0
⑱ 各種会議出席 37 0 82 28 26 12 13 7
⑲ 新規鳥獣保護区指定に係る調査、調整 10 10 0 0 0 0 0 0
⑳ 危険猟法による捕獲許可 3 0 5 1 24 15 5 0
21 ラムサール条約登録湿地の勉強会、説明会等 1 1 3 0 1 0 3 2

(3) 外来生物対策
① 飼養等許可（飼養許可証の写し交付含む） 1844 35 328 114 266 52 288 31
② 任意放棄個体の引取 22 6 23 7 6 1 19 8
③ 特定外来生物の防除の実施、確認等 22 2 23 9 42 2 52 9
④ オオクチバス防除モデル事業 1 1 1 0 0 0 0 0
⑤ アライグマ防除モデル事業 1 1 0 0 0 0 0 0
⑥ オオクチバス駆除マニュアル研修会 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦ 池干しによるオオクチバス駆除及びため池調査事業 0 0 0 0 0 0 0 0
⑧ 外来生物関係の説明会等 3 0 12 4 11 0 8 3
⑨ 防除モデル事業の実行 5 2 4 1 1 0 1 0
⑩ 普及啓発イベントの実施 0 0 0 0 0 0 0 0
⑪ 各種会議出席 14 3 14 5 10 4 2 0
⑫ カエルツボカビに関する普及啓発、調査 9 7 0 0 0 0 0 0

(4) 施設管理
① 制札・看板の整理 0 0 2 1 3 2 2 2
② 建物等施設管理 15 0 5 2 5 2 1 1

(5) ラムサール条約登録湿地の管理
① 施設整備 0 0 0 0 0 0 0 0

(6) 動物愛護法関連業務
① 動物愛護普及啓発事業 2 0 3 1 2 1 1 0

(7) 各種会議出席
① 野生生物関係各種会議への出席等 8 2 16 6 8 6 5 3

※「長野」とは、長野自然環境事務所管内の件数で内数である。

平成20年度平成19年度 平成21年度 平成22年度


